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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第３期

第３四半期連結
累計期間

第４期
第３四半期連結
累計期間

第３期
第３四半期連結
会計期間

第４期
第３四半期連結
会計期間

第３期

会計期間

自  平成21年
     4月 1日
至  平成21年
     12月31日

自  平成22年
     4月 1日
至  平成22年
     12月31日

自  平成21年
     10月 1日
至  平成21年
     12月31日

自  平成22年
     10月 1日
至  平成22年
     12月31日

自  平成21年
     4月 1日
至  平成22年
     3月31日

売上高 (千円) 2,920,1103,066,238963,3621,085,0513,973,105

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △ 446,313△ 92,111△111,946 19,926△534,187

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △472,410△113,948△115,630 20,027△570,234

純資産額 (千円) ― ― 880,087 666,962 788,092

総資産額 (千円) ― ― 6,392,3486,021,1276,267,859

１株当たり純資産額 (円) ― ― 72.95 55.29 65.33

１株当たり四半期
純利益金額又は
１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △39.15 △9.45 △9.58 1.66 △47.26

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 13.8 11.1 12.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 48,970△113,244 ― ― 132,079

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △141,317△38,972 ― ― △125,045

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △256,081△34,370 ― ― △335,499

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 916,832 748,829 937,527

従業員数 (名) ― ― 133 116 129

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

　　　　　載しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第３期第３四半期連結累計期間、第４期第３四半期連結累計期間、第３期第３四半期連結会計期間及び第３期

における潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第４期第３四半期連結会計期間における潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) １１６

(注) 従業員数は、就業人員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) ７

(注) 従業員数は、就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは単一セグメントであるため、溶接継手、フランジ、その他に区分した生産実績、仕入実

績、販売実績の状況を記載しております。

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績の主な区分別内訳は次のとおりであります。
　

区分 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

溶接継手 １００，９３６ ７６．１

フランジ ２３，３２９ １３１．３

その他 ６８，７３７ １１９．２

合計 １９３，００３ ９２．７

(注) １　溶接継手：工場用管継手、建築用管継手
　　　　 フランジ：フランジ
　　   　その他　：プレハブ加工、バルブ、下請加工、資材売他

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 仕入実績

当第３四半期連結会計期間における仕入実績の主な区分別内訳は次のとおりであります。
　

区分 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

溶接継手 ４００，６８４ １２１．０

フランジ ２４１，３１７ ８５．８

その他 ６２，３３９ ８３．６

合計 ７０４，３４２ １０２．５

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績の主な区分別内訳は次のとおりであります。
　

区分 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

溶接継手 ６０１，２０９ １３０．７

フランジ ３１１，０３７ ８７．９

その他 １７２，８０４ １１５．４

合計 １，０８５，０５１ １１２．６
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(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

ステンレス管機(株) １２７，９３５ １３．３ ― ―

イシグロ(株) １００，６６５ １０．４ １３３，４２１ １２．３

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関す

る事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、(2)に記載の事項を除き、重要な変更はありま

せん。

(2) 継続企業の前提に関する重要事象

　当社グループは、前々連結会計年度、前連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間と継続して営

業損失のマイナスを計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ております。当該状況に対して、各種合理化策により解消に向けた対応策を実行しておりますが、現

時点では大幅な改善に至っておらず、当社グループの利益計画および収支計画の達成見込みについ

ては重要な不確実性が認められます。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

１．提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析、検討内容

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策等により消費マインドはやや持

ち直し、企業収益も穏やかに改善してまいりました。その一方、円高や株式市況の低迷が続いており、さ

らにはデフレなどに加え、雇用情勢が依然として厳しいことなどから、景気先行きへの不透明感が払拭

できないまま推移いたしました。 

　当社グループを取り巻く環境につきましても、民間設備投資の抑制などにより建設需要は依然として

低迷するなど厳しい経営環境が続いております。 

　このような状況の中で、当社グループは主要原材料及び製品仕入など調達コストの削減に加えて、引

き続き各種合理化策による「収益改善」に取り組んでまいりました。ニッケル価格の上昇による製品

価格の上昇に伴い流通業者の在庫調整による需要があり、８月頃から市況は幾分回復してきており、足

元は除々に業績回復の兆しが出て来ております。 

　この結果、当第３四半期連結会計期間におきましては、連結売上高は１，０８５百万円（前年同四半

期比１２．６％増）となりました。売上総利益は、原材料価格の上昇に見合った販売価格水準の是正を

行うなどの対策を講じてきたことによりまして収益改善効果が現れ、売上総利益率が前年同四半期比

１１．１ポイント増と大幅に向上いたしました。これらの対策により、営業利益３１百万円（前年同四

半期は営業損失１０８百万円）、経常利益１９百万円（前年同四半期は経常損失１１１百万円）、四半

期純利益は２０百万円（前年同四半期は四半期純損失１１５百万円）となりました。

(2) 財政状態の分析
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　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ２４６百万円減少し、

６，０２１百万円となりました。これは主に、たな卸資産が８５百万円増加しましたが、現金及び預金

が１７５百万円、受取手形及び売掛金が１０１百万円それぞれ減少したことによるものであります。 

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ１２５百万円減少し、５，３５４百万円となりました。これは主

に、短期借入金が２０９百万円増加しましたが、支払手形及び買掛金が７５百万円、社債が５２百万円、

長期借入金が１３１百万円それぞれ減少したことによるものであります。 

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１２１百万円減少し、６６６百万円となりました。これは主

に、当第３四半期累計期間において四半期純損失１１３百万円計上により減少したものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、１８８百万

円減少し、７４８百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

　当第３四半期連結会計期間において、営業活動の結果使用した資金は、８百万円（前年同四半期連結

会計期間は９０百万円の減少）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益１３百万円の

発生、棚卸資産９百万円の減少により資金が増加しましたが、仕入債務２４百万円の減少、投資有価証

券評価損１０百万円の発生によりそれぞれ資金が減少したことによるものであります。

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

　当第３四半期連結会計期間において、投資活動により支出した資金は、４百万円（前年同四半期連結

会計期間は３百万円の減少）となりました。これは主に、定期預金の預入支出４百万円により資金が

減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間において、財務活動により支出した資金は、２３百万円（前年同四半期連

結会計期間は１２４百万円の減少）となりました。これは主に、短期借入金が４６百万円増加しまし

たが、長期借入金４１百万円の返済、社債２６百万円の償還により資金がそれぞれ減少したことによ

るものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又

は、改善するための対策

当社グループは、前々連結会計年度、前連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間と継続して営業

損失のマイナスを計上しており、事業活動を継続する前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況が存在しております。当該状況に対して、下記のとおり各種合理化策により解消に向けた対応策を

実行しております。 

　また、平成２２年４月後半より原材料に見合った価格水準是正を定着させるための活動により、価格

是正の効果が６月頃から除々に現れ、８月から９月、１０月にかけて業績改善が見え始めてきておりま

す。 

　しかしながら、依然として民間設備投資が低迷基調の中で、前年同四半期比赤字幅を大幅に縮小いた

しましたが、ステンレスの需要回復が見られないことから、現時点では大幅な収益改善までには至って

おらず、当社グループの利益計画および収益達成見込みについては、重要な不確実性が認められます。 

　現時点では設備投資関連の回復までに至っておらず、依然として価格競争は厳しく需要回復までには

時間を要するものと思われます。 

　当該重要事象についての分析・検討内容及び当該重要事象を解消し、又は、改善するための合理化策

を以下のとおり実行に移しております。 

　すでに 

① 役員報酬の２５％～５０％返上　②社員の定例給与の５％～１０％返上 

③ 工場稼動休日の増加１０日/月　・事務部門４日/月（営業部門除き）・２２年２月より実施 

④ ㈱ＭＩＥテクノの西宮工場を本社へ移転（２１年１０月より）「移転集約による効率的な生産体

制の構築」
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⑤ 希望退職者募集（１５名）退職日は平成２２年３月３１日 

　　中核企業である㈱ＭＩＥテクノおよびその子会社㈱ＭＩＥフォワードの正規従業員を対象。 

等、実施しておりますが、更に一層経営改善に関する「経営改革」としまして、黒字化を確実なものにす

るために財務状況や事業活動調査分析等を外部のコンサルティングの支援のもと、取り組んでまいりま

す。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,090,000同左
名古屋証券取引所  
市場第二部

単元株式数　　1,000株

計 12,090,000同左 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ― 12,090 ― 500 ― 125
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(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、イシグロ株式会社から平成22年12月16日付で関東財務局長に提出さ

れた大量保有報告書により平成22年12月16日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりません。

　なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。
　

氏名又は名称 住所 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

イシグロ株式会社 東京都中央区八丁堀４丁目５番８号 717 5.93

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)  　普
通株式     13,000

― ―

(相互保有株式)  　普
通株式　   13,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,962,00011,962 ―

単元未満株式 普通株式    102,000― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数          12,090,000― ―

総株主の議決権 ― 11,962 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、１，０００株含まれております。

また「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)　　　　㈱Ｍ
ＩＥコーポレーション

桑名市大字星川1001番地 13,000― 13,000 0.11

 (相互保有株式)　　　　　　 ㈱
ＭＩＥテクノ

 桑名市大字星川1001番地 13,000― 13,000 0.11

計 ― 26,000― 26,000 0.22
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 47 47 48 47 50 45 42 44 47

最低(円) 38 35 37 36 40 35 28 28 33

(注)　株価は名古屋証券取引所市場第二部におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の新任はありません。

　
(2) 退任役員

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の退任はありません。

　
(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役常務執行役員
管理本部長兼経営企画部長

取締役常務執行役員
管理本部長

志知　信雄 平成23年１月１日

取締役常務執行役員
財務部長

取締役常務執行役員
財務部長兼経営企画部長

清水　長春 平成23年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、かがやき監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 785,657 961,351

受取手形及び売掛金 ※４, ※６
 1,127,963

※４
 1,229,481

たな卸資産 ※３
 882,049

※３
 796,159

その他 41,637 44,788

貸倒引当金 △2,568 △3,422

流動資産合計 2,834,739 3,028,358

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 412,202

※１
 436,957

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 65,288

※１
 81,344

土地 2,484,201 2,484,282

その他（純額） ※１
 36,109

※１
 45,884

有形固定資産合計 2,997,801 3,048,468

無形固定資産 22,229 29,170

投資その他の資産 ※２
 164,956

※２
 159,936

固定資産合計 3,184,987 3,237,574

繰延資産 1,400 1,925

資産合計 6,021,127 6,267,859

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 487,336 563,286

短期借入金 ※５
 2,707,310

※５
 2,498,000

1年内返済予定の長期借入金 249,249 301,351

未払法人税等 2,747 2,986

賞与引当金 5,680 12,150

その他 ※６
 110,224 134,751

流動負債合計 3,562,548 3,512,524

固定負債

社債 305,000 357,000

長期借入金 550,489 681,763

再評価に係る繰延税金負債 762,949 762,949

退職給付引当金 91,022 83,148

負ののれん 5,497 11,146

その他 76,658 71,235

固定負債合計 1,791,617 1,967,242

負債合計 5,354,165 5,479,766
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 226,400 226,400

利益剰余金 △914,660 △800,711

自己株式 △3,473 △3,415

株主資本合計 △191,733 △77,727

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,331 6,344

土地再評価差額金 864,688 864,688

為替換算調整勘定 △7,323 △5,213

評価・換算差額等合計 858,695 865,819

純資産合計 666,962 788,092

負債純資産合計 6,021,127 6,267,859
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,920,110 3,066,238

売上原価 2,730,921 2,574,885

売上総利益 189,189 491,353

販売費及び一般管理費 ※
 615,024

※
 564,725

営業損失（△） △425,835 △73,371

営業外収益

受取利息 100 105

受取配当金 1,838 1,557

負ののれん償却額 5,573 5,573

助成金収入 19,583 25,430

その他 10,627 6,680

営業外収益合計 37,723 39,347

営業外費用

支払利息 49,329 43,403

手形売却損 3,771 4,570

その他 5,099 10,113

営業外費用合計 58,201 58,087

経常損失（△） △446,313 △92,111

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,421 853

賞与引当金戻入額 － 11,150

受取保険金 － 15,000

その他 305 2,495

特別利益合計 1,727 29,499

特別損失

固定資産除却損 2,557 62

減損損失 555 81

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 20,491

投資有価証券売却損 4,616 －

投資有価証券評価損 4,014 10,986

役員弔慰金 － 15,000

退職特別加算金 － 1,436

工場移転費用 7,604 －

特別損失合計 19,350 48,059

税金等調整前四半期純損失（△） △463,936 △110,671

法人税、住民税及び事業税 8,460 2,779

法人税等調整額 13 497

法人税等合計 8,473 3,277

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △113,948

四半期純損失（△） △472,410 △113,948

EDINET提出書類

株式会社ＭＩＥコーポレーション(E01466)

四半期報告書

15/28



【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 963,362 1,085,051

売上原価 878,242 868,892

売上総利益 85,119 216,158

販売費及び一般管理費 ※
 193,971

※
 185,148

営業利益又は営業損失（△） △108,852 31,010

営業外収益

受取利息 31 47

受取配当金 542 595

負ののれん償却額 1,857 1,857

助成金収入 7,871 6,184

その他 3,807 2,628

営業外収益合計 14,110 11,313

営業外費用

支払利息 15,953 14,268

手形売却損 863 1,704

その他 387 6,423

営業外費用合計 17,204 22,397

経常利益又は経常損失（△） △111,946 19,926

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,816 16

賞与引当金戻入額 － 1,950

その他 － 2,495

特別利益合計 1,816 4,461

特別損失

固定資産除却損 11 －

投資有価証券売却損 45 －

投資有価証券評価損 2,114 10,986

特別損失合計 2,170 10,986

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△112,299 13,401

法人税、住民税及び事業税 3,330 △7,123

法人税等調整額 － 497

法人税等合計 3,330 △6,626

少数株主損益調整前四半期純利益 － 20,027

四半期純利益又は四半期純損失（△） △115,630 20,027

EDINET提出書類

株式会社ＭＩＥコーポレーション(E01466)

四半期報告書

16/28



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △463,936 △110,671

減価償却費 68,713 59,777

減損損失 555 81

負ののれん償却額 △5,573 △5,573

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,967 △853

賞与引当金の増減額（△は減少） △22,035 △6,469

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19,784 7,874

受取利息及び受取配当金 △1,939 △1,663

支払利息 49,329 43,403

投資有価証券評価損益（△は益） 4,014 10,986

投資有価証券売却損益（△は益） 4,616 －

固定資産除売却損益（△は益） 2,557 62

売上債権の増減額（△は増加） 313,439 101,517

たな卸資産の増減額（△は増加） 313,082 △85,890

仕入債務の増減額（△は減少） △139,275 △75,949

長期未払金の増減額（△は減少） △6,142 △2,432

その他 27,760 △3,819

小計 114,418 △69,619

利息及び配当金の受取額 1,939 1,663

利息の支払額 △50,161 △42,440

法人税等の支払額 △17,225 △2,848

営業活動によるキャッシュ・フロー 48,970 △113,244

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △11,324 △24,827

定期預金の払戻による収入 6,819 11,824

有形固定資産の取得による支出 △147,543 △3,252

有形固定資産の除却による支出 △1,108 －

投資有価証券の取得による支出 △1,014 △1,049

投資有価証券の売却による収入 19,270 －

長期貸付けによる支出 △500 －

長期貸付金の回収による収入 56 126

その他 △5,972 △21,793

投資活動によるキャッシュ・フロー △141,317 △38,972
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △202,000 209,310

長期借入れによる収入 545,000 30,000

長期借入金の返済による支出 △538,941 △213,376

社債の償還による支出 △52,000 △52,000

自己株式の取得による支出 △205 △57

その他 △7,935 △8,247

財務活動によるキャッシュ・フロー △256,081 △34,370

現金及び現金同等物に係る換算差額 153 △2,110

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △348,275 △188,697

現金及び現金同等物の期首残高 1,265,108 937,527

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 916,832

※
 748,829
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日） 

　当社グループは、当四半期連結累計期間においても、７３百万円の営業損失を計上し、前々連結会計年度、

前連結会計年度に引き続き営業損失を計上しております。当該状況により、前連結会計年度に引き続き、継

続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

　当該状況を解消すべく、当社グループでは、全社的費用削減策である役員報酬・社員の定例給与の削減等

の抜本的な経費の見直しや、雇用助成金制度の活用等の各種合理化策を骨子とした経営計画を推し進めて

いくことにより、更なるコスト削減に努めております。加えて、原材料価格の上昇に見合った販売価格水準

の是正を行うなど、収益構造の改善を図っております。 

　また、前連結会計年度には営業効率化追加策として、中核企業である㈱ＭＩＥテクノおよびその子会社で

ある㈱ＭＩＥフォワードの正規従業員を対象とする希望退職者の募集、休業日の増加および西宮工場跡地

のグループとしての有効活用等を実施しており、この効果が徐々に現れてきております。 

　しかしながら、企業の設備投資関連の需要回復の遅れ等により、当社グループの主要事業である設備関連

のステンレス製管継手製品等の価格競争は非常に激しく、現時点では大幅な収益改善には至っておらず、

当社グループの利益計画及び収支計画の達成見込みについては重要な不確実性が認められます。 

　以上の理由から、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する

重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

を適用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失は、それぞれ３０２千円増加し、税金等

調整前四半期純損失は、２０，７９４千円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は１９，４１０千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結累

計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。 

 

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結会

計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しておりま

す。

 

２　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計

期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定を行う方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価の切下げについては、収益性の低下が明らかなものについてのみ、簿価の切下

げを行う方法によっております。

 

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。

 

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　2,050,157千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　1,997,764千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　　　投資その他の資産　　　　　　     13,900千円       投資その他の資産　　　　　　　　 13,900千円

※３　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　　　商品及び製品　　　　　　　　 　 761,637千円

※３　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　　　商品及び製品　　　　　　  　 　 654,566千円

      仕掛品　　　　　　　　　　　　   43,625       仕掛品　　　　　　　　　　　　　 44,736

      原材料及び貯蔵品　　　　　       76,786　　　　　　　　      原材料及び貯蔵品　　　　　       96,856

※４　手形割引高及び裏書譲渡高 ※４　手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形割引高　　　　　　　    559,074千円 　　　受取手形割引高　　　　　　　    415,606千円

　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　   20,502 　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　   18,949

※５　当社は、運転資金等の効率的かつ機動的な調達を行

うため、取引銀行10行と当座貸越契約を締結して

おります。これら契約に基づく当第３四半期連結

会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

※５　当社は、運転資金等の効率的かつ機動的な調達を行

うため、取引銀行12行と当座貸越契約を締結して

おります。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 　当座貸越極度額の総額 2,520,000千円　

　 借入実行残高       2,190,000　

　 借入未実行残高 330,000千円　
　

 　当座貸越極度額の総額 2,600,000千円　

　 借入実行残高       2,050,000　

 　借入未実行残高 550,000千円　
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当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※６　四半期連結会計期間末日満期手形の処理

四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換

日をもって決済処理しております。従って、当第３

四半期連結会計期間末日は、金融機関の休日で

あったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が四半期連結会計期間末残高に含まれておりま

す。

　 受取手形 2,412千円　

　 設備支払手形             391 　
 

―――――

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの ※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　運賃　　　　　　　　　　　63,878千円 　　運賃　　　　　　　　　　　59,953千円

　　役員報酬　　　　　　　  　59,811 　　役員報酬　　　　　　　　　47,099

　　従業員給与手当及び賞与   199,118　　 　　従業員給与手当及び賞与   184,904　　　

　　賞与引当金繰入額           4,597 　　賞与引当金繰入額           2,061

　 　

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの ※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　運賃　　　　　　　　　　　21,828千円 　　運賃　　　　　　　　　　　21,665千円

　　役員報酬　　　　　　　　　17,708 　　役員報酬　　　　　　　　　15,137

　　従業員給与手当及び賞与    59,136　　 　　従業員給与手当及び賞与    62,802　　　

　　賞与引当金繰入額           4,597 　　賞与引当金繰入額          　　―
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　（平成21年12月31日現在）　　　　　　　　　　　　

　　　

現金及び預金  956,156千円

預入期間が３か月超の定期預金    △39,324

現金及び現金同等物 916,832千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　（平成22年12月31日現在）

現金及び預金 785,657千円

預入期間が３か月超の定期預金    △36,827

現金及び現金同等物 748,829千円

　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,090,000

　
　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,045
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

　全セグメントの売上高の合計、営業損失の金額の合計額に占める管継手部門の割合が、いずれも90％を

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略し

ております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)前第３四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日　至 平成22年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間

(自 平成22年10月１日　至 平成22年12月31日)

　当社連結グループは、継手事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 ５５円２９銭
　

　 　

　 ６５円３３銭
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２　１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額        ３９円１５銭
　

１株当たり四半期純損失金額      　  ９円４５銭
　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　　２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期純損失 千円 ４７２，４１０ １１３，９４８

普通株主に帰属しない金額 千円 ― ―

普通株式に係る四半期純損失 千円 ４７２，４１０ １１３，９４８

普通株式の期中平均株式数 千株 １２，０６５ １２，０６３

　
第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額        　９円　５８銭
　

１株当たり四半期純利益金額        　１円６６銭
　

(注)１　前第３四半期連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結会計期間における潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失(△) 千円 △１１５，６３０ ２０，０２７

普通株主に帰属しない金額 千円 ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)

千円 △１１５，６３０ ２０，０２７

普通株式の期中平均株式数 千株 １２，０６３ １２，０６２

　
　

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月10日

株式会社ＭＩＥコーポレーション

取締役会  御中

　

かがやき監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    稲　垣　 靖 　　　㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    奥　村　隆　志　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＭＩＥコーポレーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１

日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。 

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＭＩＥコーポレーション及び連結子

会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報 

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年１月29日開催の取締役会において連結子会社にお

ける希望退職者の募集を行う旨の決議を行った。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月14日

株式会社ＭＩＥコーポレーション

取締役会  御中

　

かがやき監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    稲　垣 　 靖 　　㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    奥　村　隆　志　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＭＩＥコーポレーションの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１

日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。 

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＭＩＥコーポレーション及び連結子

会社の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　
追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前々連結会計年度、前連結会計年度及び

当第３四半期連結累計期間と継続して営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載

されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の

影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」を適用して四半期連結財務諸表を作成している。
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会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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